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令和８年度 秋田市地域包括・在宅介護支援センター連絡協議会 

総会・研修会 次第 

日時：令和８年４月２４日(金)

１３：３０～１６：２０ 

会場：ホテルメトロポリタン秋田 

３階 グランデＡ 

13:30 開 会 

会長 挨拶 

秋田市長寿福祉課 課長 児玉 功 様 挨拶 

13:45 総 会 

議長選出 

議案審議 

(１)議案第１号 令和７年度事業報告、収支決算報告について 

監査報告 

(２)議案第２号 令和８年度事業計画(案)、予算(案)について 

(３)議案第３号 役員改選および幹事補選・承認について 

(４)その他 

14:15 総会終了 

～ 休 憩 ～ 

14:30 研 修 会 

テーマ『地域共生社会の実現に向けた 

地域包括支援センター・在宅介護支援センターの支援体制と連携の強化』 

(１)講 演Ⅰ

『居住支援をめぐる施策の動向と制度の背景』 

講 師 秋田県建設部 建築住宅課 調整・住宅政策チーム 主査 宮野 未帆 氏 

(２)講 演Ⅱ

『つながり続ける支援』 

講 師 特定非営利活動法人秋田たすけあいネットあゆむ 理事長 保坂 ひろみ 氏 

16:20 研修会終了  

※ 情報交換会 17:00～ (場所)３階 グランデＢ 
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令和７年度秋田市地域包括・在宅介護支援センター連絡協議会

事 業 報 告

１．総括

 近年、介護現場では職員の職場環境改善やハラスメント対策の重要性が高まっていま

す。令和６年度の介護報酬改定を契機とし、介護従事者の処遇改善や働きやすい職場環境

の整備、ハラスメント対策の推進が求められています。

 このような中で秋田市地域包括・在宅介護支援センター連絡協議会では、４月の研修会

において、ハラスメントの考え方やその対応方法、合意形成の必要性を学びました。これ

を通じて安心安全で働きやすい職場環境の整備と人材育成への取り組みに繋がりました。

１２月の研修会では地域共生社会の実現に向けて、認知症になっても安心して暮らすこと

ができる地域づくりのために、行政、医療、福祉のそれぞれの立場からの現状把握と取り

組み、課題を確認することができました。

 また、介護支援専門員のシャドーワークや業務負担の軽減への対応として、主治医意見

書の情報開示について、秋田県中央地区介護支援専門員協会と連名で質問状を提出し、秋

田市介護保険課との協議を通じ、説明会の開催に至りました。加えて負担割合証の取扱に

ついて周知文書を作成し、関係機関への周知を図りました。

 職場環境や業務内容の改善に向けた課題の整理と関係機関との調整は、内容が多岐にわ

たることから次年度以降も継続し、会員が適切に業務を遂行できるよう引き続き取り組ん

でいく必要があります。

２．事業実施内容

（１）総会・研修会

   開催日 令和７年４月２５日（金）

会 場 ホテルメトロポリタン秋田 

 ①総会

 議案第１号 令和７年度事業報告、収支決算報告について

   議案第２号 令和８年度事業計画（案）、予算（案）について

   議案第３号 幹事補選について

   出席者 会場：５２名

②研修会

  テーマ 『地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた

          地域包括・在宅介護支援センターの機能強化・体制整備』

      内 容 『ハラスメント対策の理解を深め、安心安全で

働きやすい職場環境と人材育成を考える』

      講 師 びわこ学院大学  教授 烏野 猛 氏

      出席者 ２５センター ７９名 



【議案第１号】 

2 

（２）研修会

   開催日 令和７年１２月１２日（金）

会 場 秋田県ゆとり生活創造センター遊学舎

内 容 テーマ：『地域共生社会の実現に向けて、認知症になっても

          その先の暮らしを支える事ができるまちづくりを目指して』

   ～認知症の人とその家族の支援について、今後どう向き合うか考える～

講演Ⅰ

『認知症の人と家族が安心して暮らせるまちづくりを目指して

～秋田市のこれから～』

    ・講 師：秋田市役所長寿福祉課 副参事 山内 真弓 氏

講演Ⅱ

    『認知症医療の役割～医療の視点と地域への期待～』

・講 師：医療法人久盛会 秋田緑ヶ丘病院 

秋田県認知症疾患医療センター 坂本 哲也 センター長

       講演Ⅲ

       『認知症の人とその家族を地域で支えるための居場所を考える

                           ～地域で広がる支援の輪～』

       ・講 師：御所野地域包括支援センターけやき 

認知症地域支援推進員 川崎 優子 氏

            秋田市北圏域地域包括支援センター（寺内、外旭川、土崎、

飯島、下新城） 各認知症地域支援推進員

出席者 ４７センター １０４名（当協議会会員１９センター ６４名）

（３）相談・調整

①「主治医意見書の情報提供に関する質問状」の提出と説明会の開催依頼

（当会会長、秋田県中央地区介護支援専門員協会会長連名）

②「負担割合証の取扱について」周知文書の作成と周知

（４）地域包括・在宅介護支援センターの活動支援

ZOOM ライセンスの貸し出し                     ０件

３．会員の関係機関への推薦等

・秋田市高齢者虐待防止連絡協議会委員                  １名

・秋田市高齢者生活支援体制整備事業第一層協議体委員           １名

・秋田市在宅医療・介護連携推進協議会委員                １名

・配偶者暴力相談支援ネットワーク会議                  １名

・秋田県地域生活定着促進事業推進協議会                 １名

・秋田市介護認定審査会委員                    ２名

・秋田市フレイル予防事業等検討委員会委員        １名

・秋田県訪問看護総合支援センター事業運営委員会委員           1名
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・秋田市社会福祉審議会委員                 1名

４．関係会議・研修会等への参画、連携

・令和７年度 秋田県地域包括・在宅介護支援センター協議会理事会     ２回

・令和７年度 秋田県地域包括・在宅介護支援センター協議会幹事会等    ３回

・令和７年度 秋田緑ヶ丘病院認知症疾患医療連携協議会          ２回

・令和７年度 秋田市認知症施策検討委員会                ２回

・令和７年度 秋田市消費生活審議会                   ０回

・令和７年度 秋田市高齢者虐待防止連絡協議会              １回

・令和７年度 秋田市社会福祉審議会                       ８回

・令和７年度 秋田市成年後見制度利用促進協議会                ２回

・令和７年度 秋田市在宅医療・介護連携推進協議会     ４回（内２回分科会）

・令和７年度 秋田市高齢者生活支援体制整備事業第一層協議体       ２回

・令和７年度 秋田県地域生活定着促進事業推進協議会           １回

・令和７年度 配偶者暴力相談支援ネットワーク会議            １回

・秋田県訪問看護総合支援センター事業運営委員会委員            １回

・令和７年度 秋田市介護認定審査会 

・令和７年度 秋田市在宅医療・介護連携センター多職種連携研修会の後援

・令和７年度 秋田市在宅医療・介護連携セミナーの後援

（R8.3.31現在の委員等の推薦者一覧 ※前任等は不記載）

Ｎo. 役職等 当会からの推薦・派遣者（所属） 任期満了 依頼元団体名等 ／ 備考

1 介護認定審査会 委員
西村 俊明 氏（飯島包括）

R8.3.31
秋田市福祉保健部

介護保険課加藤 志美 氏（土崎在介）

2
秋田市社会福祉審議

会 委員
金野 大志 氏（泉包括） R9.5.8

秋田市福祉保健部福祉総

務課地域福祉推進室

3
秋田市成年後見制度

利用促進協議会 委員
中嶋 朋子 氏（広面包括） R8.3.31

秋田市福祉保健部福祉総

務課地域福祉推進室

4

秋田県地域包括・在

宅介護支援センター

協議会 理事

西村 俊明 氏（飯島包括）

R8.3.31
秋田県地域包括・在宅介

護支援センター協議会

金野 大志 氏（泉包括）

石郷岡 良彦 氏（御所野包括）

石川 美由紀 氏（ふれ愛の里在介）

5

秋田県地域包括・在

宅介護支援センター

協議会 幹事

竹内 さおり 氏（中通包括）

R8.3.31
秋田県地域包括・在宅介

護支援センター協議会
佐藤 寛子 氏（新成園在介）

中嶋 朋子 氏（広面包括）



【議案第１号】 

4 

長谷川 淑子 氏（八橋包括）

佐藤 友紀 氏（新屋包括）

小野 美香子 氏（下新城包括）

6
秋田市認知症施策検

討委員会 委員
羽根川 宏一 氏（土崎包括） R9.8.31

秋田市福祉保健部

長寿福祉課

7

秋田緑ヶ丘病院

認知症疾患医療連携

協議会 委員

竹内 さおり 氏（中央：中通包括）

秋田緑ヶ丘病院秋田県認

知症疾患医療センター

石郷岡 栄美子 氏（東：東通包括）

高橋 佳奈（西：勝平包括）

石郷岡 良彦 氏（南：御所野包括）

西村 俊明 氏（北：飯島包括）

8
高齢者虐待防止連絡

協議会 委員
石郷岡 良彦 氏（御所野包括） R8.4.30

秋田市福祉保健部

長寿福祉課

9
秋田市第一層協議体

委員
西村 俊明 氏（飯島包括） R9.10.31

秋田市福祉保健部

長寿福祉課

10
秋田市在宅医療・介護

連携推進協議会 委員
佐藤 友紀 氏（新屋包括） R9.10.31

秋田市福祉保健部

長寿福祉課

11
秋田市消費生活審議

会 委員
阿部 公一 氏（御所野包括） R8.3.31 秋田市 市民相談センター

12
秋田市フレイル予防

事業検討委員会 委員
鷲頭 美樹 氏（広面包括） R8.3.31

秋田市保健所

保健予防課

13
配偶者暴力相談支援

ネットワーク会議
鎌田 加奈子 氏（東通包括）

秋田県子ども・女性・障

害者相談センター

14
秋田県地域生活定着

促進事業推進協議会
工藤 郁美 氏（八橋包括）

秋田県地域生活定着支援

センター

15

秋田県訪問看護総合

支援センター事業運

営委員会 委員

笈川 友美子（新屋包括） R9.9.30
秋田県訪問看護総合支援

センター

５．会務運営

（１）役員・幹事会

・定期開催    １２回

・部会会議の開催  ３回

（２）会計監査

１回開催
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【収入の部】

項目 予算額 決算額 増減

会費収入 180,000 180,000 0

11,000 11,000 0

助成金収入 100,000 137,852 37,852

雑収入 374 996 622

繰越金 649,301 649,301 0

合計 940,675 979,149 38,474

【支出の部】

項目 予算額 決算額 増減

事務費 100,000 39,332 △ 60,668

会議費 300,000 315,481 15,481

事業費 550,000 37,852 △ 512,148

予備費 210,000 0 △ 210,000

合計 1,160,000 392,665 △ 767,335

収支差し引き 979,149円－392,665円＝586,484円

令和8年度に　586,484　円を繰り越すものとする。

摘　　　　　要

印刷代、ZOOM使用料(1年)等

R7.4月総会・研修会会場使用料

R7.12月研修会

預金利息

                                                   （単位：円）

在宅介護支援センター11ヶ所×1,000円＝11,000円

秋田県包括在介協議会圏域活動費：50,000円
秋田県包括在介協議会圏域研修助成金：37,852円
秋田市老施協研修助成金：50,000円

令和7年度　秋田市地域包括・在宅介護支援センター連絡協議会

収　支　決　算　書

            令和7年４月１日～令和８年３月３１日

 　　　（単位：円）

摘　　　　　要

地域包括支援センター18ヶ所×10,000円＝180,000円

5



6

【議案第1号】



【議案第２号】 

                     7 

令和８年度 秋田市地域包括・在宅介護支援センター連絡協議会

事 業 計 画 （案）

１． 基本方針

 高齢社会の進行や生産年齢人口の減少、地域のつながりの希薄化が進む中、2040年

に向けて、医療・介護の複合的ニーズを有する高齢者、認知症高齢者、独居高齢者の増

加が見込まれており、地域の実情に応じた対応を進めていくことが求められています。

また、令和８年度介護報酬改定を踏まえ、処遇改善加算等への適切な対応を含む体

制整備、地域包括ケアシステムの深化、介護人材の確保、職場環境改善に資する生産

性向上、制度の持続可能性の確保など、多様な課題に対応していく必要もあります。

こうした状況を踏まえ、地域包括支援センターおよび在宅介護支援センターにおい

ては、高齢者一人ひとりの自己決定を尊重し、住み慣れた地域で安心して生活を継続

できるよう、関係機関との連携を推進するとともに、複合的課題に対応する相談支援

体制及びケアマネジメント体制の強化を図っていくことが重要です。

本協議会においては、各センター相互の連携及び関係機関との連携強化のもと、情

報共有や業務課題の検討を行うとともに、職員の資質向上を図り、機能強化と実践力

の向上に取り組みます。

【重点事項】

（１）センター機能の強化および業務課題への対応

（２）自立支援・重度化防止および複合的課題に対応するケアマネジメントの推進

（３）相談支援体制の充実・強化

（４）センター職員の資質・実践力の向上

２．事業実施計画

（１）総会・研修会・情報交換会の開催・・・年１回（４月２４日）

（２）幹事会の開催・・・・・・・・・・・・月１回

（３）研修会の開催・・・・・・・・・・・・年１回

（４）監事会計監査・・・・・・・・・・・・年１回

（５）相談機能の強化

（６）関係会議や事業等への参画・協力
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（単位：円）

（単位：円）

予備費 76,530

合　計 876,530

会議費 300,000 総会、会場料、講師料等

事業費 400,000 研修会講師料、会場費、計画事業経費等

【支出の部】

項　　目 金　　額 摘　　　　要

事務費 100,000 通信費、印刷費、事務用品等

繰越金 586,484

合　計 876,530

助成金収入 100,000
秋田県地域包括・在宅介護支援センター協議会
圏域活動費50,000円、市老施協助成金50,000円

雑収入 46 預金利息等

会費収入 180,000 地域包括支援センター18カ所×10,000円＝180,000円

会費収入 10,000 在宅介護支援センター  10カ所×1,000円＝10,000円

令和8年度 秋田市地域包括・在宅介護支援センター連絡協議会

予　算　書      （案）
【収入の部】

項　　目 金　　額 摘　　　　要

8
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役員の改選について(案)

【現任の役員】
任期 令和 6年 4月 1日～令和 8年 3月 31日

氏名 所属

会 長 西村 俊明 飯島地域包括支援センター金寿園

副会長 佐藤 友紀 新屋地域包括支援センターエンデバー

副会長 金野 大志 泉地域包括支援センターリンデンバウム

監 事 石川 美由紀 ふれ愛の里在宅介護支援センター

監 事 竹内 さおり 中通地域包括支援センター幸ザ・サロン

【新任の役員】
任期 令和 8年 4月 1日～令和 10年 3月 31日

氏名 所属

会 長 西村 俊明 飯島地域包括支援センター金寿園

副会長 佐藤 友紀 新屋地域包括支援センターエンデバー

副会長 金野 大志 泉地域包括支援センターリンデンバウム

監 事 石川 美由紀 ふれ愛の里在宅介護支援センター

監 事 中嶋 朋子 広面地域包括支援センター桜の園
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幹事の補選(指名・承認)について(案)

【現任の幹事】 令和 8年 3月 31日

氏名 所属

鎌田 加奈子 東通地域包括支援センターひだまり

工藤 郁美 八橋地域包括支援センター社協

中嶋 朋子 広面地域包括支援センター桜の園

加藤 志美 土崎在宅介護支援センター

田村 梨沙 松寿会在宅介護支援センター

石郷岡 良彦 御所野地域包括支援センターけやき

佐藤 由佳子 幸楽園在宅介護支援センター

鈴木 恭子 牛島地域包括支援センター南寿園

【新任の幹事】 令和 8年 4月 1日

氏名 所属

鎌田 加奈子 東通地域包括支援センターひだまり

工藤 郁美 八橋地域包括支援センター社協

加藤 志美 土崎在宅介護支援センター

田村 梨沙 松寿会在宅介護支援センター

石郷岡 良彦 御所野地域包括支援センターけやき

柴田 雄策 中通地域包括支援センター幸ザ・サロン

吉田 久弥子 牛島地域包括支援センター南寿園

真崎 郁子 幸楽園在宅介護支援センター



11 

役員・幹事(案)

令和８年４月 1日

氏名 所属

会 長 西村 俊明 飯島地域包括支援センター金寿園

副会長 佐藤 友紀 新屋地域包括支援センターエンデバー

副会長 金野 大志 泉地域包括支援センターリンデンバウム

監 事 石川 美由紀 ふれ愛の里在宅介護支援センター

監 事 中嶋 朋子 広面地域包括支援センター桜の園

幹 事 鎌田 加奈子 東通地域包括支援センターひだまり

幹 事 石郷岡 良彦 御所野地域包括支援センターけやき

幹 事 工藤 郁美 八橋地域包括支援センター社協

幹 事 加藤 志美 土崎在宅介護支援センター

幹 事 田村 梨沙 松寿会在宅介護支援センター

幹 事 柴田 雄策 中通地域包括支援センター幸ザ・サロン

幹 事 吉田 久弥子 牛島地域包括支援センター南寿園

幹 事 真崎 郁子 幸楽園在宅介護支援センター

（事務局）秋田市社会福祉協議会 地域福祉課 小貫 崇

 ◎は令和 8 年度からの新任者です

◎

◎

◎



秋田市地域包括・在宅介護支援センター連絡協議会会則

（名 称）

第１条  本会は、「秋田市地域包括・在宅介護支援センター連絡協議会」（以下「協議

会」という。）と称する。

（目 的）

第２条  この協議会は秋田市内の地域包括支援センター・在宅介護支援センター（以

下「支援センター」という。）の活動を充実させるための事業を行うとともに、支援

センター及び関係機関等との連絡調整を行うことにより、支援センターの機能を強化

し、地域福祉の向上に寄与することを目的とする。

（事 業）

第３条  この協議会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

（１） 支援センター機能の充実のための各種の調査、研究、協議及び情報交換

（２） 支援センター職員及び関係職員の資質の向上を図るための各種研修

（３） 支援センター及び関係機関等との連絡調整

（４） その他この協議会の目的を達成するために必要な事業

（会 員）

第４条  この協議会の会員は、次のとおりとする。

（１） 秋田市内の地域包括・在宅介護支援センター

（２） この協議会の目的に賛同して入会した関係機関

２ 入会しようとする支援センター及び関係機関は、別紙１により会長に申し込み、会

長の承認を得るものとする。

３ 退会しようとする支援センター及び関係機関は、別紙２により会長に届け出し、会

長の承認を得るものとする。

（会 費）

第５条  支援センターである会員は、別表１に定める会費を納入しなければならない。

（役 員）

第６条  この協議会に次の役員を置く。

（１） 会 長   １名

（２） 副会長   ２名



（３） 監 事   ２名 

２ 会長、副会長及び監事は、総会において会員に属する役職員の中から選任する。 

（役員の職務） 

第７条  会長は、本協議会を代表し、会務を総括する。 

２ 副会長は会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、会長があら

かじめ指名した順序によって、その職務を代行する。 

３ 会長は、会務の執行にあたり総会の承認を得て、幹事を指名することができる。 

４ 監事は、協議会の業務及び会計を監査し、この結果を総会に報告する。 

 

（役員の任期） 

第８条  役員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 欠員によって就任した役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（機 関） 

第９条   この協議会に次の機関を置く。 

（１） 総 会 

（２） 幹事会 

 

（総 会） 

第１０条  総会は会員をもって構成し、毎年１回、会長がこれを召集する。ただし、

会長が必要と認めたときには、臨時に総会を開くことができる。 

２ 総会の議長は、出席者の中から選出する。 

３ 総会は会員の過半数の出席をもって成立し、議事は出席者の過半数をもって決する。

この場合において、可否同数のときは議長の決するところによる。 

４ やむを得ない理由により総会に出席できない会員は、他の会員を代理人として表決

を委任することができる。この場合において、前項の規定の適用については、出席し

たものと見なす。 

5  災害や感染対策等特別な場合において、会長は文書をもって会員に意見を求めるこ

とで書面決議を行い、総会に代えることができる。成立と承認の可否については同条

第３項に準じ、可否同数の場合は会長の決するところによる。 

 

（総会の議決事項） 

第１１条  総会は、この会則に定めるもののほか、次の事項を議決する。 

（１） 会則の制定、改廃に関する事項 

（２） 事業計画及び予算の承認に関する事項 

（３） 事業報告及び決算報告の承認に関する事項 



（４） 役員の選出に関する事項 

（５） その他本協議会の運営に関する重要な事項 

 

（幹事会） 

第１２条  幹事会は会長が指名し総会で承認した幹事若干名をもって構成する。 

２ 幹事会は必要に応じて会長が召集する。 

３ 幹事会は、総会の決定に従い、この協議会の運営に必要な事業等の企画、立案を行

うとともに、会務を処理する。 

 

（経 費） 

第１３条  この協議会の運営に要する経費は、会費、助成金、補助金及びその他の収

入をもってあてる。 

 

（決算及び監査） 

第１４条  この協議会の会計は、毎年度末に決算し、監事の監査を受けなければなら

ない。 

 

（会計年度） 

第１５条  この協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わ

る。 

 

（事務局） 

第１６条  この協議会の事務局を秋田市社会福祉協議会に置く。 

 

（委 任） 

第１７条  この会則に定めるもののほか、この協議会の運営に必要な事項は、会長 

 が別に定める。 

 

  付 則 

１ この会則は、この協議会の設立の日から施行する。 

２ この協議会設立当初の役員の任期は、第８条第１項の規定にかかわらず、平成１６

年３月３１日までとする。 

３ この協議会の設立初年度の会計年度は、第１５条の規定にかかわらず、設立の日か

ら平成１５年３月３１日までとする。 

 

 



  付 則 

１ 平成１５年４月１１日、別表１の支援センター会費を１，０００円から５，０００

円に改正する。 

 

 

別表１（会則第５条に基づく会費） 

      会費    支援センター  年会費   ５，０００円 

            関係機関    年会費    免  除 

 

付 則 

 １ 平成１９年４月２０日、別表１の支援センター会費を以下のとおりに改正する。 

 

別表１（会則第５条に基づく会費） 

 

   会費      地域包括支援センター  年会費 １０，０００円 

           在宅介護支援センター  年会費  １，０００円 

 関係機関        年会費    免  除 

 

  ２ この会則は平成１９年４月２０日より施行する。 

 

 ３ 平成２６年４月１７日より以下の通り別表１へ追加する。 

別表１（会則第５条に基づく会費） 

 

   会費      地域包括支援センター  年会費 １０，０００円 

           在宅介護支援センター  年会費  １，０００円 

 関係機関        年会費    免  除 

   なお、年度途中に退会した場合でも、年会費を納入するものとする。 

 

平成２７年６月５日第４条および第１６条改正。 

令和２年４月２４日第１０条改正。 


